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目標を達成するための具体的な

 
施策を記述

計画期間 ５年間

目 標

その他
毎年度点検を行うとともに、
おおむね３年後を目途に見直し

等

観光立国推進基本計画の概要

観光立国推進基本法の制定

（平成１８年１２月）

施 策

○訪日外国人旅行者数
平成２２年までに1,000万人にし、将来的には、

 
日本人の海外旅行者数と同程度にする

○日本人の海外旅行者数

平成２２年までに2,000万人にする

○国内における観光旅行消費額

平成２２年度までに３０兆円にする

基本的な方針 ◆

 

国民の国内旅行及び外国人の訪日旅行を拡大するとともに、国民の海外旅行を発展

 

等

計画期間における基本的な目標

・

 

基本法第１０条の規定に基づき、観光立国の実現に関する施策の総合的かつ計画的な

推進を図るため、 「観光立国推進基本計画」

 

を策定

 

（平成１９年６月

 

閣議決定）

○日本人の国内観光旅行による1人当たりの宿泊数

平成２２年度までに年間４泊にする

○我が国における国際会議の開催件数

平成２３年までに５割以上増やす

＊修正前の値

 

（修正後の値は、

 

23.9兆円）

＊暫定値

 

（確定値では、

 

2.72泊）
※

※

-1-



（2007年）

Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

白字

 

重点市場(2003年度～)
青字

 

重点市場(2004年度～) 
赤字

 

重点市場(2005年度～)

2007年度重点市場分
計

 

737万人(88.3%)

■訪日外国人旅行者数のおよそ7割がアジア

国・地域別訪日外国人旅行者数
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ビジット・ジャパン・キャンペーンによる訪日客の増加

◆VJC開始後の2003年から2007までに訪日客が314万増加、そのうち9割が観光客によるも
ので、観光客の割合は６割から７割に増加。

◆韓国、台湾、中国をはじめとしたアジア市場からの訪問客の増加が8割を占める。

320 128 73

595 158 82
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観光客
商用客
その他

目的別訪日外客の構成

単位：万人

訪日外客増加分(314万人）の内訳

36％

１９％

※韓国、台湾、中国で約7割
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ビジット・ジャパン・キャンペーンの取組み

２０１０年までに訪日外国人旅行者数を１，０００万人にするとの目標に向け、重点１２市場を対象

 に、我が国の観光魅力を発信するとともに、日本への魅力的な旅行商品の造成等を支援するビ

 ジット・ジャパン・キャンペーンを官民一体で推進。

英国

フランス ドイツ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

タイ

香港

中国 韓国

米国 オーストラリア

カナダ

台湾

訪日旅行者数の多い１２の国・地域

重点市場

※このほか、有望新興市場（インド、ロシア、

 
マレーシア）において調査を実施

我が国の観光魅力を発信するための事業
○海外メディアの日本への招請、取材支援
○海外のＴＶＣＭ等による広告宣伝
○ＷＥＢサイトによる情報発信
○海外の旅行博覧会等への日本ブース出展

認知度向上事業

ドイツの国際旅行博・ＩＴＢベルリン

 
への出展（２００７年３月）

台湾メディア招請事業

 
（道後温泉・２００７年９月）

魅力的な訪日旅行商品の造成・販売支援や、
青少年交流の拡大に向けた事業
○海外旅行会社の日本への招請、商談会の実施
○訪日旅行商品の共同広告
○訪日教育旅行の誘致

誘客事業

大規模商談会・YOKOSO!JAPAN
トラベルマートの実施（２００７年１１月）

日台教育旅行関係者の

 
意見交換会（２００７年９月）

＊上記の事業を地域と共同で実施する場合には、国は総費用の１／２を上限に地域（自治体・民間等）と連携。

（ビジット・ジャパン・キャンペーン地方連携事業） -4-



プロモーション戦略の策定

１．外部環境分析（戦略策定にあたっての基礎情報）
○マーケットの状況（政治情勢、景気、為替、余暇時間、文化等）

○マーケットの外国旅行の状況（出国者数、訪日率、航空輸送、訪日旅行取扱会社の戦略、流通構造等）

○競合デスティネーションの状況（主たるセグメント、主要商品、誘客手法等）

２．デスティネーション分析（旅行目的地としての日本）

○訪日旅行者のプロフィール（訪問地、旅行形態、性・年齢、旅行目的等）

○競合デスティネーションとの相対比較（SWOT分析）

３．プロモーション戦略の策定

○ターゲット・テーマの絞り込み←競合国との差別化

○プロモーション・ミックス→認知度向上事業（広告・広報・・・）と誘客事業（旅行会社招請・商談会・・・）の組み合わせ

例）韓国市場

・20～30代の働く女性の増加により、海外旅行者に占める

女性の割合が拡大。

・週休2日制の段階的な実施により近隣諸国への旅行需要増加

・ショッピングやグルメといった競合国（中国）にはない日本
の魅力を求める傾向

20～30代の女性を主要ターゲットとし、

トレンディなショッピングやグルメ等の観光
魅力を楽しむ旅行を提案し、広告宣伝、
ＷＥＢ等を通じたプロモーションを実施

○数値目標の設定

■市場ごとに経済・社会の全体像を把握した上でプロモーション戦略を策定。
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平成２０年度市場別「重点ターゲット」と「競合国」
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Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

台湾向け北陸地域の誘客推進事業

２００５年から、立山黒部アルペンルートを中心とした

 地域をプロモーションするため、旅行会社・メディア等

 を招聘して主要観光地視察や商談会を実施するととも

 に、台北市、高雄市において、繁華街の大型ビル壁面

 広告、路線バス車体広告、新聞広告を展開。

事業の成果事業の成果

事業概要事業概要

ポイントポイント

○「雪」への憧れが強い台湾向けに、新しい訪日デスティネーションとして立山黒部アル

 ペンルートを取り上げ、これを中心とした広域的なプロモーションを展開。
【ルート例】

①富山空港→金沢→白川郷→高山→名古屋→木曽路→松本→諏訪→立山黒部アルペンルート→富山→富山空港

②小松空港→金沢→黒部立山アルペンルート→長野→松本→上高地→高山→白川郷→名古屋→中部国際空港

○地域においても、外国語案内等の受入、おもてなしの取り組みを充実。

○順次、事業を拡大。
・春の「雪の大谷」だけではなく、秋の「紅葉」、冬の「温泉」「海の幸」「雪遊び」の魅力アピールにも取り組み、四季を通じて誘客。

・台北に加えて、高雄でも実施し、台湾全土にプロモーションを展開。

【太平洋そごう横ビル壁面広告】

（台湾台北市）

【ＶＪＣ事業で招聘した旅行会社からの送客の増加数】
２年間で１９，１７２人

【外国人宿泊数】
・富山県

平成１５年

 

２９，２９６人

 

→

 

平成１９年

 

１０５，８７４人（３．６倍）
・石川県

平成１５年

 

４８，９２５人

 

→

 

平成１９年

 

１６１，９０２人（３．３倍）

【北陸における台湾人入込み状況】
・立山黒部アルペンルートへの団体客入込み数

平成１５年

 

２３，７３１人

 

→

 

平成１９年

 

１１５，３８２人（４．９倍）
・金沢市兼六園への入込み数

平成１５年

 

２７，０８２人

 

→

 

平成１９年

 

１２５，０００人（４．６倍）

【外国語放送案内・多国語パンフレット】

【来山証明書の配付】

アルペンルート内の車内放送で

 

の外国語放送を実施するととも

 

に、中（簡・繁）、韓、英語の４言

 

語のパンフレットを作成

外国からの観光客にポスト
カードの入った来山証明書を
配り、好評。

ビジット・ジャパン・キャンペーン地方連携事業例①

-7-



相乗効果により各地でオーストラリア人スキー客が増加
【オーストラリア人入り込み客数】
白 馬：H17 6,076人→H19 12,049人（98.3%増）
志賀高原：H18 3,832人→H19 5,105人（33.2%増）
妙高高原：H18 344人→ H19 573人（66.6%増）（志賀・妙高は18年シーズンから統計開始）

オーストラリア・スキー観光客誘致推進事業

長野県白馬・志賀高原及び新潟県妙高高原が「長野・新潟スノーリゾートアライアンス実行

 委員会」を設立し、連携。オーストラリアからのさらなるスキー客誘客拡大のため、現地ス

 キー博や旅行会社との商談、雑誌広告等事業を複合的に展開。

事業の成果事業の成果

事業概要事業概要

ポイントポイント

白馬

妙高高原

志賀高原

○平成１８年、北陸信越運輸局が、白馬におけるオーストラリア

 からのスキー客増加を踏まえ、志賀高原、さらに県境を越えて妙

 高高原のスキー関係者による連携の枠組みの構築を働きかけ、

 オーストラリア向けに広域的なプロモーション事業を展開。

＊平成１９年には、野沢温泉がこのアライアンスに参加。

○あわせて、運輸局のアドバイスにより、地域においても長野駅

 からのアクセス交通の確保、夜間循環シャトルバスの運行、外国

 語標記の充実、飲食店ガイドマップの作成等の受入対策を実施。 現地スキー博出展

PRパンフレット

ビジット・ジャパン・キャンペーン地方連携事業例②
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中国向けスキーツアー造成事業

スキープロモーションはこれまで豪州向けが中心であったが、今後、海外旅行者の増加が見込まれ

 
る巨大市場・中国に対し、北海道に優位性のあるスキーを切り口としたプロモーションを行い、スキー

 
ディスティネーションとして北海道ブランドの確立と誘客を図る。

事業概要事業概要

スキー人口は３８０万人。富

 
裕層を中心とした会員制ス

 
キークラブが増加している

経済成長が著しい中、富裕

 
層の健康志向（スポーツ・

 
等）の高まり

スイス・フランス・イタリアを

 
中心に海外スキーツアー

 
が行われている

 

(中国国内の

 
スキー場は人工雪が大半）

中国からの訪日旅行客へ、スキー・ディスティネーションとしてのブランディングを図る

スキーのマーケットとして視野になかった中国において、①国（北京）でのスキー人口の急速な伸び

 
（ブーム）が起きていること、②旧正月の２月は、欧州ではオンシーズンでありホテルは高い一方で、

 
北海道は雪まつり期間を除けば比較的に安価であり優位性を有していること、が判明。

【北海道の冬季における中国人来道者宿泊延数】
H17.10~H18.3 ２２，１８１人泊

 

→

 

H18.10~H19.3 ２６，８９９人泊

 

（１２１．３％）

札幌・ニセコのスキー場への中国人スキー客１，３６３人
「中国スキー熱

 

北海道行き

 

富裕層浸透

 

ツアー続々」

 

（北海道新聞

 

2008.11.6）

事業の成果事業の成果

以上の分析を踏まえ、北海道運輸局主導により、ヨーロッパよりも距離的に近い「上質な雪と施設の

 
整ったスキー場が多数ある北海道」の認知度向上のために、ＶＪＣ地方連携事業を展開。

スキー専門誌記者

 
の招請

北京会員制スキークラブ

 
等のキーパーソン招請

中国のスキーマーケットの状況は・・・

ポイントポイント

商談会の実施

ビジット・ジャパン・キャンペーン地方連携事業例③
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韓国向け夏の祭りをテーマにしたツアー造成支援事業

『日韓交流おまつり』事業（平成17年９月：ソウル）に、青

 森県及び秋田県が参加し、「青森ねぶた」と「秋田竿燈祭

 り」を披露、これに併せて旅行事業者向けに商談会を開催

 し、夏の祭りをテーマにした商品造成を働きかけ。さらに、
１１月に再度、韓国において商談会を開催し、冬の東北に

 
関する商品造成を働きかけ。

 

（計84社、122名参加）

・本事業によるツアー造成を通じて、韓国から６，７３３人送客。
【韓国人宿泊者数】

・青森県

 

H17 24,042人

 

→ H19  40,768人（69.6％増）
・秋田県

 

H17   8,875人

 

→ H19  17,293人（94.8％増）

事業の成果事業の成果

事業概要事業概要

ポイントポイント

○東北の代表的な観光資源である夏の祭りを共通テーマに設定し、地域が連携

 して商品造成を働きかけ

○これによる東北の認知度向上を活用して、切れ目なく事業を展開し、冬の魅力

 も発信。

ビジット・ジャパン・キャンペーン地方連携事業例④
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ブランド「九州」発信事業

アジアの重点4市場（中国・韓国・台湾・香港）において、「九州」という観光地ブランドの認知

 度向上を図り、旅行意欲を高めるため、地域と連携して、プロモーションを複合的に展開。
事業概要事業概要

ポイントポイント

○平成１８年度に、九州運輸局が九州観光推進機構（九州各県および民間からなる任意

 団体）と連携してプロモーション事業を展開。

○具体的には、九州運輸局が、ＪＮＴＯ海外事務所を通じて、外国人旅行者のニーズや九

 州での取材・視察等のリクエストを把握し、地域の観光魅力とのマッチングを行うことによ

 り、九州各地を回るファムトリップを企画する等、効果的かつ効率的に事業を展開。

（例）
・香港人が興味を持つ「ショッピング」を主要テーマに、香港の新聞社、旅行雑誌社を招聘し、鳥栖プレミアムアウトレット

 
モールやキャナルシティ博多（複合商業施設）をはじめとした観光資源を視察、関係者との商談を実施。

・地理的に近い釜山において、週末の個人旅行先として、九州をアピールするため、女性が興味を持つ「温泉」、男性が

 
興味を持つ「ゴルフ」をそれぞれ主要テーマに設定の上、韓国ＴＶ局を招聘し、嬉野温泉や湯布院、阿蘇や別府をはじめ

 
とした九州各地の特集番組の取材を支援。

事業の成果事業の成果 【４市場からの九州への入り込み客数】
H16 486,531人→H19 831,351人（70.9%増）

香港との航空路線は、キャセイパシフィックによる台北経由福岡便のみだったところ、香港ドラ

 
ゴン航空が福岡直行便を開設（H19.10～）し、さらなる香港人旅行者の増加に寄与。

ビジット・ジャパン・キャンペーン地方連携事業例⑤
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日仏観光交流年事業

東京や京都といった観光地としての認知度が高い地域に加え、

 
フランス人の嗜好を踏まえた以下の４地域を重点プロモーション

 
地域として設定。

１）金沢

 

２）熊野古道・高野山

 

３）直島

 

４）宮島

主な事業として、

●公共交通機関を利用した広告の実施（画：①②）
●ミシュラン観光ガイド緑版制作支援（画：③）
●日仏観光交流年重点地域セミナー（画：④）
●→上記重点４地域の自治体とともに観光魅力のＰＲセミナーを開催

を実施。

2008年は日仏修好通商条約150周年を記念し、「日仏交流年」とされ、文化交流事業が多数実施さ

 れている。これにあわせ、外務省、自治体、フランス政府観光局などと連携し、相乗効果を図るため、

 観光の分野でも「日仏観光交流年」と位置づけ、双方向の交流人口の増加を図っている。

■日仏観光交流年事業の概要

②広告用ポスター①広告実施の様子

③ミシュラン観光ガイド緑版

※画像はフランス版

④セミナーの様子
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人気キャラクターを活用した例（香港

 
２０年度ハローキティ活用事業）

旅行博ＩＴＥ２００８（6/12-6/15）

交通広告

ＶＪＣブース ハローキティ記念撮影会

ハローキティお披露目会

トラム広告（7/11-8/7）５台 地下鉄駅ホーム広告（7/12-8/1）

ＷＥＢ

 
ページ

■㈱サンリオとタイアップし、日本を代表するキャラクターで、中国、香港の幅広い層の方々（特に若い女性層）に親しまれてい

 
るハローキティを「ビジット・ジャパン・キャンペーン中国・香港観光親善大使」として任命し、プロモーションに活用。
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ＪＮＴＯ（日本国政府観光局）のＷＥＢサイト
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• 日本観光のポータルサイトとして９言語（韓・中文繁体・

 中文簡体・英・仏・独・泰・露・葡）で全世界に情報発信

– アクセス実績は年間55,,730730万万pv
（H19年度前年比約30％増）

– 全国430観光地情報を網羅。

– 海外事務所のローカルサイトから現地の目線に

 立った情報を発信。
（米国・カナダ・韓国・中国・タイ・シンガポール・香

 港・英国・ドイツ・フランス・オーストラリア）

– 日本各地の観光地の画像
3,790枚のダウンロードが可能

・

 

Google

 

（http://www.google.com/）

 

における｢Japan

 

Travel

 
｣での検索結果は首位首位(2008年11月6日時点)。

 

・JNTOグローバルサイト

 

トップページ

■自ら旅程を組み立てる個人旅行のリピーター対策として、宿泊・交通などの実用情報に止まらず、

 日本文化に関する正確でわかりやすい情報を備えたウェブサイトの充実が不可欠。

http://www.google.com/


YŌKOSO！JAPAN
 

WEEKS
 

２００９
 

について

実施時期：2009年1月20日～2月28日

 
（※春節は1月26日）

目的：年明けの集中的キャンペーン実施による訪日旅行の促進

重点テーマ：「ショッピング三昧」「日本の文化・芸術を体験する旅」

（外国人受入に積極的な地域の取組みを海外・国内で宣伝）

・外国人旅行者向けに博物館・美術館等における、

特典（割引・特別プレゼント）や体験メニュー

・YJW期間内の各イベント情報を、Webサイト・ガイドブックにより海外へ情報発信

スケジュール：

2009年10月

2009年12月

2009年

 
1月20日～2月28日

 
YJW2009開催

Webサイト運用開始
10月23・24日トラベルマートにてガイドブック配布

海外プロモーションを開始（ガイドブック等ツール類発送）

国内広報（ポスター等掲出）
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YŌKOSO! JAPAN WEEKS 2009の具体的事業内容

●テーマパークでのイベントの開催
東京ディズニーランド
富士急ハイランド
サンリオ・ピューロランド

●無料ガイドデー、ウォーキングツアー
東京都内（秋葉原、浅草、原宿）、名古屋、京都、
などで、指定日に無料ガイドデー（8件）、
ウォーキングツアー（2件）を実施

●その他全国各地のイベント

 

（約45件）

イベントショッピング三昧

○1月～2月のバーゲンに連動した
外国人旅行者誘客を促進

＜ショッピング＞：約110件

●百貨店による外国人旅行者向け
割引やプレゼント等特典の実施

●大規模アウトレットモールなどにおける
バーゲンセールの実施（幕張、横浜など）

●お台場、原宿、銀座などの外国人
旅行者注目スポットでの特典の実施

○ガイドブックを英語、中国語（簡体字、繁体字）、韓国語で計約30万部作成し、国内外で配布。

○ガイドブック掲載内容に加え、期間中の各種割引等情報をWEBサイトを通じ、海外へ発信。

＜その他の特別割引・サービス等＞
●全国での割引又はプレゼント
等の外国人旅行者向け特典の実施
（約270件）

※重点テーマ：①ショッピング三昧

 

②日本の文化・芸術を体験する旅

日本の文化・芸術を体験する旅

○特色ある日本の伝統文化、芸術、
工芸及び現代文化などの
体験メニューをアピール
ガイドブックでは文化特集ページを掲載

●体験活動メニュー（約40件）

「京都ウィンタースペシャル」
「座禅」や「お寺ｽﾃｲ」、
「着物着付け」など，
京都ならではの文化体験ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ多数

「日光・鬼怒川地区」
「春節祭」の実施、江戸村等テーマパーク
無料デーの実施、旅館ホテル等での
特別メニュー実施

 

など

この他全国各地で外国人向け体験
メニューを実施

○施設単独でなく、地域の施設が一体
となった取り組みの実施

「箱根地区」
「松江・出雲地区」
「佐世保地区」

 

など（8件）

地域の複合的な取り組み
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観光立国推進戦略会議（座長：牛尾治朗

 
㈱ウシオ電機会長）において、「観光庁は、関係省

 庁と連携して、観光立国に係る中長期的な戦略、特にインバウンドに係る中長期的戦略（2020 
年に2千万人を目標）を策定するべき。」と提言。観光立国推進戦略会議のワーキンググループ

 において必要な検討を開始。
ワーキンググループは、第１回を８月８日に開催。来年１月にとりまとめを行う予定。

「２０２０年に訪日外国人旅行者２０００万人」戦略の策定に向けた検討

○宿泊客のおよそ６人に１人は外国人（２００７年は、およそ１４人に１人）

○旅行消費額の外国人割合

 
２００６年５．８％

 
→

 
２０２０年１６．３％

現在のアメリカ（１４．３％）を超え、イギリス（１８．１％）、ドイツ（１７．０％）に迫る。

◆2000万人達成時には訪日外国人旅行者の旅行消費額が4.3兆円、直接雇用効果が39万人となる
と推測。
※ ２００６年の旅行消費額は１．４兆円

20002000万人時代の訪日客の状況万人時代の訪日客の状況

２０００万人を見据えた海外プロモーション戦略やハード・ソフト双方の総合的な受入環境の整備について検討
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